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気候変動により，現在よりも強い勢力の台風の増大や海水面の上昇が予想されている．これらの状況に

よっては，従来にない規模の高潮被害が生じかねない．本研究では，高潮災害発生に伴う都市域の住民の

生活の質（Quality of Life; QOL）の低下と回復の過程を評価する枠組を提案する．これを用いて被害軽減

策を導入した場合の効果を，QOL低下抑制の観点から評価する．三重県松阪市を対象にケーススタディー

を行った結果，QOL低下を抑える施策とQOL回復速度を向上させる施策を組合せることで大きな効果が期

待できること，特定のインフラがQOL回復に大きく影響することが示唆された． 
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1. 研究の背景と目的 

 

日本は数多の災害に見舞われてきた．その中でも，

1959年に襲来した伊勢湾台風は大きな被害をもたらした

ことで現在でも注目される． 

伊勢湾台風は当時観測史上第 3 位の強さで，勢力を

維持したまま日本列島に襲来した．死者・行方不明者は

5,098 人を記録し，十数万人にも及ぶ孤立者も生じた．

これは戦後，東日本大震災に次ぐ死傷者数であった．特

に伊勢湾岸各地域における高潮による浸水被害が顕著で

あった 1), 

高潮の影響は長期間にわたった．河口部に集中して

いた貯木場から流木が流出したこと，湾奥部の地域に干

拓によるゼロメートル地帯が広がっており自然排水が困

難なこと，その干拓地に多くの人口があったことが被害

を拡大させた．伊勢湾台風による高潮被害は，湾全体に

わたる広い浸水範囲と，ゼロメートル地帯の長期間にわ

たる浸水という 2つの特徴を持っていた．1) 

現在では気候変動の影響に伴い，より強い勢力の台

風の増大，そして海水面の上昇，気温や海水温の上昇が

予想されている．温室効果ガス削減策を今後十分に講じ

たとしても一定程度の影響が不可避と考えられ，その被

害を抑える適応策が望まれる．2) 

IPCC では，今後の温室効果ガスの放射強制力変化の

想定に基づいて 4つのシナリオを描いている．これによ

ると，100年後の海面上昇量がもっとも高いRCP8.5のシ

ナリオでは 45-82cm と予測されている．海面が上昇する

ことで，ゼロメートル地帯が増加がもたらされる． 

水による災害は河川氾濫，高潮，津波などがある．

河川氾濫リスクは降雨強度に依存し，気候変動の影響を

受ける．津波は高潮と近い特徴を有するものの，地震動

に伴って生じ，気候変動は海面上昇をもたらすことで副

次的に影響する．これに対し高潮は，気候変動による

様々な影響を受け，より深刻な被害をもたらしかねない． 

本研究ではこの点に着目し，高潮を対象として，そ

の気候変動に伴う被害増大に対する適応策を導入した際

の効果を，発災後の住民の生活の質の低下と回復に着目

して評価することを目的とする．  
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2. 既往の研究や取組と本研究の位置づけ 

 

(1) 気候変動に対する適応策に関する取組と研究 

日本では 2018年に気候変動適応法（平成 30年法律第

50 号）が策定され，それに伴い同年には気候変動適応

計画 3)が策定された．この計画では，適応策をあらゆる

関連施策に組み込むことを基本戦略としている． 

気候変動はあらゆるものに影響することであるから，

適応策もあらゆる分野の技術的，経済的，政策的なソフ

ト・ハード双方にわたる． 

特に水に関わる災害に対しては，施設の運用や整備手

順といった工夫により減災を図るとともに，災害リスク

を考慮したまちづくり・地域づくりの促進や避難・応急

活動のための備えの充実を図ることとしている． 

関本ら（2010）4)は海域施設について，適応策の評価

をするための指標を提案している．沖ら（2017）5)は，

超過洪水を軽減する施設の効果分析として，排水機場や

遊水地といった治水施設の評価手法を提案し，北広島市

を対象に治水施設が氾濫域を限定的にすることを明らか

にしている．大平ら（2017）6)は，海岸林は津波の減衰

機能がある一方で，その効果が十分に発揮できなかった

り，流木化して被害を増大させたりする恐れがあると指

摘している．さらに，林ら(2018)7)はこれを基に，海岸林

による効果を定量化した． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

自然災害に関する既往研究で，被害の定量化手法や推

計が行われてきている．しかし，巨大自然災害はひとた

び起こるとその後にも影響が及び，被害によって低下す

る生活の質（QOL）の低下をいかに抑えるかという検討

も必要である．この観点から，気候変動に伴う自然災害

リスク増大に対する適応策の評価を行った研究は行われ

ていない． 

そこで本研究では，気候変動に伴って発生が増える強

い台風による高潮を想定し，余命指標を用いて生命健康

被害と生活環境悪化による被害の経時変化を算出し，気

候変動に対する適応策の導入効果の評価を行う． 

 

3. 分析の枠組と評価方法 

 

(1) 高潮による直接被害の推計 

本研究では「水害被害指標分析の手引き」8)に示され

るライフラインの支障による影響人口などの算出方法を

準用する．評価の空間的単位は使用するデータから

250mメッシュとする． 

本研究では，適応策を導入し所要の効果を発揮できる

ようになった後の被害の差を比較検討することで適応策

の評価とする．想定する高潮について，避難行動を基に

死者・負傷者数とインフラの被災状況を推計する．この

被災状況から1日毎にQOLを評価する．以下では各段階

について詳しく述べる． 

まず高潮のハザードを与える．これによる人的被害の

算出フローを図-1に示す．本研究では，地域の人口とし

て夜間人口を用いるため，発災を夜間とし，事前避難は

行われないものとする．一時避難場所に避難した場合は，

浸水が0.3mを下回ってから空いている避難所へ移動する．

既往の災害での実績から，事後避難でも水平避難はほぼ

行われないため，本研究では0%として考える．住宅が

浸水すると垂直避難を行うが，この評価は図-2に示す

LifeSIMモデルを用いる．鉛直避難した際に避難が成功

するか失敗するかを示すモデルで，年齢と地面からの高

さに応じて，表-1の死亡率となる水位帯を示す．1階床

高と階高の設定は「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」
10)に基づきそれぞれ0.5m，2.7mを適用する．  

住宅被害については浸水深から判断する．「災害に

関わる住家の被害認定基準運用指針」11)により2階まで

浸水したものを全壊，1階床上まで達したものについて

は半壊と判断する． 

 

(2) 災害時のQOL評価 

発災後の住民のQOLを余命指標で表して定量評価する．

本研究に用いる災害時のQOL評価の枠組は元来，医療の

分野で考案された手法で，疾病による負担を定量的に評

価することを目的とされている．発災後のQOLの低下は，

図-3のように生命健康被害と生活環境被害の2つと捉え

ることができる． 

 生命健康被害については「障害調整生存年数

（Disability Adjusted Life Year; DALY）」で評価する．傷病 

 

 

図-1 人的被害の算出 

 

表-1 LIFESim 

モデルに 

おける 

死亡率(%) 

 
図-2 LIFESimモデル  

死亡率
危険水位帯 91.75
準危険水位帯 12.00
安全水位帯 0.023
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を患った状態の1年は健康な1年よりも健康的な負担があ

るためその分の余命を引いて評価する考え方で，死亡し

ている状態を1，健康な状態を0として，病状や年齢によ

って重みづけされたQOLの損失の値である． 

直接被害により負傷したり，インフラの欠損による生

活環境の悪化から発病したりする．この被害を医療分野

で用いられるDALYに当てはめて評価する．具体的には

式(1)で示される． 

𝐷𝐴𝐿𝑌 = ∫ 𝐷𝐶𝑥𝑒−𝛽𝑥𝑒−𝛾(𝑥−𝑎)𝑑𝑥
𝑎+𝐿

𝑎
 

ただし，aは評価開始時点，Lは評価期間，Dは障害の

重み，𝐶𝑥𝑒−𝛽𝑥は年齢による重み（C=0.1658，β=0.04），

𝑒−𝛾(𝑥−𝑎)は時間割引率（γ=0.03）である． 

インフラ復旧シナリオに合わせて1日ごとに評価を繰

り返し，各日の被害の余命評価値を算出する．  

自宅が浸水した場合に生存者は避難所に行くが，避難

所では通常の生活環境が確保されず，傷病が発生する場

合がある．橘ら12)がまとめた時系列の傷病発生率を用い

て評価する．病院での治療可否は災害拠点病院を考える．

災害拠点病院には非常用発電機等の整備がなされており，

浸水した階を除いて治療が継続できる．浸水が解消され

れば他の地域の病院へ移送することも可能である． 

本研究では，メッシュ内の人口について健康状態を評

価する．また，被災後のQOLの回復に着目するため，高

潮により死亡した人は考慮しない．これにより，高潮で

生き残った人が損失する余命を評価することができる． 

生活環境悪化被害については「生活の質により調整さ

れた生存年数（Quality Adjusted Life Year; QALY）」で評価

する．生活環境が整っていない（災害時の）状態での1

年の価値は，十分に整っている（平常時の）状態での1

年の価値より低いという考え方で，あとはDALYと同様

である．平常時の生活を基準とし，発災後，ライフライ

ンやインフラの供給力低下による生活環境の悪化に伴っ

て基準に比べて低くなるQOLを，余命換算値で与える．

各ステージは表-2に示す要素で構成される．表中の「○」

のついたインフラやサービスがすべて供給されることで

構成要素が達成される．ただし，移動によって満たされ

る構成要素は，どんな手段でも目的地に到達することが

できれば充足可能であると判断する．近年は通信の発達

目覚ましく，通信ができれば満たされるものもある．ラ

イフラインの復旧などにより，ステージの構成要素がす

べて満たされた場合に1つ上のステージへと移行するも

のとする． QALYは式(2)で定義される． 

 

 

表-2 QOL構成要素と充足対応表 

 

 

 
図-3 災害時のQOL低下と回復のイメージ 

(1) 
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𝑄𝐴𝐿𝑌 = ∫ 𝑤𝑝(𝑡)𝑑𝑡
𝑎+𝐿

𝑎
 

ここで，aは評価開始時点，Lは評価期間，𝑤𝑝は個人p

のQOL値である． 

各ステージにおけるQOL値は一定であると仮定する．

十分に生活環境の整っているステージ4を健康な状態で

ある1.0とし，生活環境による制限を疾病による障害と

類推してステージ1から3の値を設定する．ステージ1で

は0.4，ステージ2では0.6，ステージ3では0.8とする．こ

の値を式(2)の𝑤𝑝として用いる． 

本研究ではメッシュ毎に生活環境を評価する．よって，

QOLステージの高いメッシュに避難することで余命損失

は低減できる． 

元来，QALYは長期間にわたる障害による影響を評価

するもので1年を単位に計算されることが多いが，災害

復旧は日を追うごとに着々と変化するため，1日単位で

評価する． 

さらに，本研究では図-3の枠組みに合わせ，式(3)によ

り損失余命LLE（Loss of Life Expectancy）を算出する．こ

れにより，先に説明した生命健康被害と生活環境被害そ

れぞれによる損失余命が算出できる． 

𝐿𝐿𝐸 = ∫ 𝑑𝑡
𝑎+𝐿

𝑎

− 𝑄𝐴𝐿𝑌 = ∫ {1 − 𝑤𝑝(𝑡)}𝑑𝑡
𝑎+𝐿

𝑎
 

 

 

4. ケーススタディ 

 

(1) 対象地域 

a) 対象地域の概要 

対象地域は，三重県松阪市の都市計画区域とする．  

松阪市は伊勢湾に面しており．伊勢湾台風の際にも湾

奥ではないにもかかわらず高潮被害が生じており，今後

も強い外力の災害が予想される．伊勢湾台風の後に建て

られた防潮施設の計画では松阪市を含む海岸では

T.P.+6.0mで整備することになっている．１）四日市港湾

事務所13)によれば，整備は完了している．都市計画区域

では都市ガスが普及し下水道の整備が進むなど，市域内

の他地域とわけて考えることができる．都市計画区域内

でも様々な土地利用がなされているという特徴もある． 

本研究では，将来の時点における評価を行うことから，

現在では整備途上である都市ガスと下水道が都市計画区

域全域で整備されるものとして評価する． 

 

b) 施策の検討 

高潮災害に対して有効と考えられる適応策には，以下

のものがある．3) 

1) 用水路などのパイプライン（管路）化 

2) 防波堤・坊は施設かさ上げなど海岸保全施設の整備 

3) 災害リスクを考慮したまちづくり・地域づくり 

4) 災害リスクの低い地域への居住・都市機能の誘導 

5) 築堤・河道掘削・下水道などの施設整備 

6) 水門の施設捜査の遠隔化・自動化 

7) 活動拠点の整備や水防資器材の備蓄 

8) 住民の危機意識の向上 

9) 河川整備計画 

10) 海岸防災林の整備 

11) 道の駅の防災機能強化 

本研究では，主にQOLの低下量を軽減する施策と，

QOLの回復速度を上げる施策に分類し，それぞれについ

て現地の特性に留意して選択，評価を行う． 

QOL低下量を軽減する施策として，9)の海岸防災林の

導入というハードの整備を考える．整備する場所は図-4

に示すメッシュ内の沿岸集落の防潮堤と集落までの間と

する．大平ら6)の研究を基に，この海岸からの流入が考

えられるメッシュの浸水深及び浸水域を8割にする．海

岸防災林整備の実現可能性は検討しないが，所要の性能

を満たすものとする． 

QOL回復速度を向上させる施策は，7)の活動拠点の整

備や水防資器材の備蓄にあたる，自治体による排水ポン

プの確保を考える．現状では，地域内のポンプが浸水し

使えなくなった場合は三重河川国道事務所のポンプ車を

使うほかないが，伊勢湾岸の多くの地域で浸水した場合

に確実に使えるよう市として1台ポンプ車を導入するこ

とを考える．排水区域は図-5に示す．破堤する場合は堤

防の仮締切を行う必要がある．「濃尾平野の排水計画」
14)での予測を基に1チームあたり250mの締切を，各区画5

チームずつ行うことで仮締切が成されるものとする．人

的資源については満たされるものと仮定するため，最初

の区画の排水が終わり次第次の区画の排水ができるもの

とし た． 

 

 
図-4 海岸防災林の導入区域 

(3) 

(2) 
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本研究で評価するこれらハードの施策は生活環境の改

善に主に効果があると考えられる． 

 

(2) 対象とする災害の規模 

本研究で対象とする災害について検討する．名古屋港

湾空港技術調査事務所の推計15)によれば，室戸台風級の

台風が襲来しても広域に被害が生じることはない．しか

しこの報告は詳細が公開されていないうえ，海岸堤防が

十分に整備される前の推測であった．一方で，より広範

な被害を生じさせうる予測もある．森ら（2016）16)は，

気候変動により海面温度が上がることに着目し，台風の

中心気圧を予測し，三大湾において高潮ポテンシャルを

算出している．これによると，伊勢湾の高潮ポテンシャ

ルは6.2mである．ここから松阪市付近での高潮ポテンシ

ャルを5.0mと求めた．天文潮位として朔望平均満潮位を，

気候変動シナリオとして海面上昇量が最大となる0.82m

を仮定したとき，高潮襲来時の潮位はT.P.+7.1mと推計さ

れる．このときは計画高のT.P.+6.0mを超え，越流による

浸水被害が生じる．  

湛水・排水については，東海ネーデルランド高潮・洪

水地域協議会が濃尾平野で行った推計14)の仮定を準用し，

平均潮位までは自然排水されるものとする．松阪市では

高潮災害に対するハザードマップは作成されていないた

め，浸水継続時間および排水シナリオは本研究にて仮定

する．同じ湾内であるから，本研究でも4時間で浸水ピ

ークを迎え，その時点から徐々に浸水が解消していくこ

ととする． 

 「高潮浸水想定区域図作成の手引き」17)から，海岸堤

防は海面が天端高を超えるとき破壊すると考える．国総

研の報告18)によれば，平均水位が護岸等の天端を超える

場合には，水深波高比によらず護岸通過流量はほぼ一定

である．越波と越流が共存する本研究のシナリオにおい

ては，越波の影響は無視して考える． 

松阪市は高潮災害のハザードマップを作成していない

ことから，本研究では同程度の外力が予想される津波の

ハザードマップを基に浸水域を設定，浸水継続時間につ

いては市域で唯一公開されている櫛田川の洪水氾濫ハザ

ードマップを基に判断，浸水到達時間は松阪市が公表し

ている津波ハザードマップと二階堂らの研究19)の双方か

ら類推する．仮定が多分に含まれているが，本研究は高

潮によるQOLの低下とその後の回復過程の評価を行うも

のであり，より精緻な災害の経過を与えることによって

評価の精度は向上しうる． 

本研究のようなメッシュ単位での推計の場合，本来は

勾配と近接メッシュとの関係性も影響すると考えられる

が，本研究は氾濫解析は行わず条件を与えるために浸水

深と標高のみを考えて推計する．排水シナリオは，自然

排水の仮定から，標高が海面より高い場合は浸水が解消

されるまで，標高が海面より低い場合には水位が海面の

標高になるまでを先に推計した浸水継続時間で与え，仮

締切が完了したのちにポンプにより排水するものとする．

仮堤防の締切は「濃尾平野の排水計画」14)の推計に基づ

く．自然排水される水位は，気候変動のシナリオに合わ

せ，T.P.+0.82mまでとする． 

 

(3) インフラ破壊・復旧シナリオ 

インフラの推計は「水害の被害指標分析の手引」8)を

基に行う．同手引ではライフラインが停止することによ

る影響を人口で算出しているが，ライフラインの利用可

否そのものに着目する．本研究では復旧までに必要な条

件と，故障の修理がそろうことで復旧できるものとする． 

 

表-3 インフラ破壊・復旧シナリオ 

インフラ 破壊 復旧 

道路 浸水深30cm以上 浸水深30cm以下で緊急車両と歩行者，浸水解消で全車両 

電気 浸水深70cm以上 送電設備と公共施設の受電設備は浸水解消から2日，それ以外は7日 

都市ガス 浸水深100cm以上 浸水継続時間が1日未満のとき浸水解消から半日，それ以外のとき6日 

上水道 停電 電力復旧と同時 

下水道 下水処理場浸水 浸水解消の翌日 

住宅 浸水 全壊のとき仮設住宅の入居，半壊のとき浸水解消 

仮設住宅 ― 30日後から100軒，以降1週間あたり50軒 

 

 
図-5 排水区域 
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これらを表-3に示す．  

通信については基地局の位置データが入手できなかっ 

たため被害を考慮しない．ただし，浸水区域が限られる

ことから基地局は無事であると考える． 

病院は今回，災害拠点病院である松阪中央総合病院が

浸水区域外であるから，病院にたどり着けさえすれば医

療を受けることができると仮定する．松阪市内の病院で

対応できない人数や傷病についても，対象地域外への搬

送ができるものとする． 

インフラの復旧には人手が必要であるが，松阪市はそ

れほど深刻な被害にはならない上に応急復旧拠点はある

ため，必要な人手は十分に確保できるものとする． 

 

 

6. 算出結果とその解釈 

 

(1) ケーススタディにおける結果 

a) 現状での評価 

高潮による死亡者は1349人であった．発災当日，8日

後，30日後のQOLステージを図-6に示す．QOLステージ

に基づく生活環境被害による損失余命LLEとDALYによ

る損失余命[日/30日]を比較する．この結果を図-7に示す． 

もっとも顕著な点としては，下水処理場が浸水するこ

とにより下水道が使えなくなることが挙げられる．浸水

区域外でも同じ下水処理場を使用しているために，浸水

区域外であってもQOLステージの低下が生じる．2日程

度で浸水が解消し，浸水区域外および浸水深の浅かった

地域ではすべてのインフラが復旧する．70cm以上の浸

水をした地域では8日後になると電力などが使用できる

ようになり，一気にステージ3まで回復する．仮設住宅

の供給は30日後から徐々に始まるので，30日後の時点で

はQOLステージが変わらない．ゼロメートル地帯では浸

水が継続しており，生活できる環境にない状態が続いて

いる．生活環境被害では浸水深が深く人口が密集する地

域に大きな被害が生じている．対象地域全体で下水道が

停止した影響で浸水区域外でも余命損失が生じている． 

一方，生命健康被害は大きな値とならなかった．これ

は，特に浸水深の深い地域に人口が多くないこと，本研

究のシナリオでは早い段階で道路が開通したこと，ゼロ

メートル地帯でも緊急車両の通行を認める30cm以下の

浸水になる地域が多かったことから傷病が発生してもす

ぐに治療を受けられる体制が整ったことによる．この結

果，生命健康被害による損失余命は生活環境被害に比べ

無視できる値であったため，適応策導入のシナリオでは

QOLステージ及びLLEの比較を通じて効果の検証を行う．

なお，この結果はあくまで今回の想定によるものであり，

傷病者が多数出る場合にはまったく逆の結果になること

もある． 

 

(2) 適応策導入シナリオにおける結果 

適応策を導入したときの QOL ステージのうち，特徴

的なものを掲載する．海岸防災林を導入した際の 8日目

を図-8 に，排水ポンプを確保した際の発災 30日後を図-

9に，それぞれのシナリオの 30日間での LLEを図-10に

示す．  

以上から，30日間でのそれぞれのシナリオの効果につ 

 
(a) 発災当日 

 
(b) 7日後 

 
(c) 30日後 

図-6 QOLステージ 
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図-8 海岸防災林導入の8日後QOLステージ 

 

いて考察する． 

海岸防災林については，背後地でQOLステージの改善

がみられ，早く平常時の生活に戻ることができると示さ

れた．一方で，効果があるのは当然背後地のみであるか

ら，対象地域全体で見たときの違いは微妙であった．対

象地域の沿岸全域に導入することも考えられるが，その

場合は工業地帯や物流への影響が避けられなくなる． 

排水ポンプについては，30日後には図-5における1と 

 
図-9 排水ポンプ確保の30日後QOLステージ 

 

 
(a) 海岸防災林 

 
(b) 排水ポンプ 

図-10 シナリオ導入によるLLE 

 

2の区画で排水が完了し，QOLステージが回復している

ことがわかる．排水が完了すれば順次復旧ができるが，

排水を始めるための堤防の仮締切や排水自体に時間がか

かることが示された．これ以上の長期間になると，対象

地域のみの検討では難しくなる．  

QOLの低下を抑えること，QOLの回復速度を向上する

ことを目的として2つの施策を選定した．今回の結果は

 
(a) 生活環境被害によるLLE 

 
(b) 生命健康被害 

図-7 損失余命 

第 61 回土木計画学研究発表会・講演集

 7



 

 

妥当であるといえる．しかし，損失余命の評価では差異

がほとんど見られない．損失余命を改善するには複数の

施策を組み合わせることが効果的であると考えられる． 

 

 

7. 結論 

 

本研究では，気候変動により台風の増大や海水面の上

昇，気温や海水温の上昇が生じた際の甚大な高潮被害に

よる住民のQOLの低下と回復の過程を評価する枠組を提

案した．これを用いて，高潮による住民のQOL低下・回

復と施策実施に伴う低減について評価した． 

本研究で得られた知見を以下に述べる． 

1) ゼロメートル地帯では排水ポンプは不可欠なもので

あるが，想定外の規模の災害が襲来すると浸水して

使えなくなってしまうと，ポンプ車を用いても効果

は小さい．それゆえ，長期間にわたってQOLも長期

間回復しないことがわかった． 

2) QOLの低下を抑える施策とQOLの回復速度を向上さ

せる施策があるが，これらを組合せることで大きな

効果が期待できることが示唆された． 

3) ひとたび止まったインフラが長期間使えなくなると

QOLの回復が遅れること，特定のインフラの開通で

飛躍的にQOLが改善されることが示唆された． 

また，本研究での課題は以下の通りである． 

1) 本研究では発災後30日間の評価を行ったが，ゼロメ

ートル地帯の排水は終わっていない．完全回復まで

評価するには，対象地域に限らず被害の出る地域を

広く検討し評価する必要がある． 

2) 施策の導入については，その減災効果だけで決める

ことのできるものではない．導入や維持にかかるコ

ストを考えることが必要となる． 

 

謝辞：本研究は環境保全機構・環境研究総合推進費（2-

1706）「再生可能都市への転換戦略―気候変動と巨大自

然災害にしなやかに対応するために―」の一環として実

施したものである． 
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